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１．訪問・協議記録

訪問先：国際協力銀行（JBIC）

訪問期日：2007 年 2 月 26 日

応対者：JBIC 開発第 1部第 2班松本課長、原田副調査役、紙屋専門調査員

訪問者：調査団全員

　JBICが協調融資としてPRSO（貧困削減支援オペレーション）2に 5億円供与することについ

て、説明を求めたもの。主な議論は以下のとおり。

・PRSO2 への協調融資は、2 月 22 日に L/A（借款契約）を締結した。JBIC としては、3J（JICA、

JBIC、JETRO）連携も模索したいと考えている。JETRO（日本貿易振興機構）は物流改善のため

の制度改革を提言しており、同融資と連携する可能性がある。PRSO2は、世界銀行が中心となっ

て支援するものであり、JBICが資金を提供し、ADB（アジア開発銀行）、IMF（国際通貨基金）、

SIDA（スウェーデン国際開発協力庁）が連携して支援している。

・PRSO2は 3コンポーネント（①公共資源管理の改善、②公共支出政策改善、③持続的成長）があ

るが、コンポーネント1の公共支出管理については世界銀行が中心となって支援しているので、

JBIC としてはコンポーネント 3 の民間セクター育成を中心に支援することとなる。「ラオス

PRSO2 マトリックス」の 2006 年 3 月までの活動はすべて達成されており、3 月に予定されてい

る世界銀行の PSRO3 アプライザル後に具体的な役割分担のための協議をする予定。例えば、国

有企業 5 社のリストラプランを JBIC は既に提言している。また、第 1 回ビジネスフォーラムの

実施を予定しているが、これは JBIC の投資改善の提言を基にしたものである。カンボジアにお

いても、PRSO に融資しているが、主に民間セクター開発を中心に支援している。

・（浅沼団長）ラオスの PFM（公共財政管理）では、世界銀行が中心となって支援はしているもの

の、課題は残っている。例えば、MTEF（中期支出枠組み）はどうするか、Parliamentary Committee

の問題、Revenue は世界銀行のテリトリーではないため IMF が出てくるか、MOF（財務省）ス

クールをどうするか、MOFとCPI（国家計画投資委員会）のデマケをどうするか、という問題が

ある。また、能力構築といっても受入国側のスタッフの数が少ないため効果的な支援ができない

という問題もある。

・（浅沼団長）ラオスの経済発展モデルを考えると、志を低くしたサバ･サラワク型の資源活用と地

域統合を組み合わせたものでないかと考えている。PFMの改善とナムテン 2（NT2）水力発電事

業からの収入には関連性があるのではないかと思われる。ナムテン 2からの収入〔約1,000 億円

の収入うち、IPP（独立系発電事業者）から国庫に納められるもの〕から国庫に入る資金は莫大な

ものとなるのではないか（現在の国庫収入は約 500 億円）。したがって、有効な資源活用が必要

となっており、PEMSP（公共支出管理強化プログラム）の枠組みで PFMが改善されることが重

要である。
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訪問先：財務省財政政策局

訪問期日：2007 年 3 月 6 日

応対者：Saysamore Xaysouliane 財政政策局次長、Bounleua Sinxayvoravong 財政政策局課長

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、鈴木専門家

（調査団）調査団の目的は、現在実施されている公共財政管理（PFM）改革の現状把握と課題につ

いて調査をし、JICAの支援の方向性を考察することである。PFM改革に関する文書は多く提出

されており、正に改革のニーズが高まっていると思われる。一方で、PFMは多方面に関連するた

め、これを整理する必要がある。当方からの質問は、① PFM 改革に対処するためにどのような

提案をするか、つまり、PEMSP の基本戦略、ブループリント、シークエンス、実施方法につい

て、②現在どこまで実施されているか、③他に課題はあるのか、つまり、JICAは何を支援できる

のか、について伺いたい。

（財政政策局）PFM改革の重要性については同意する。中期的な目標については、世界銀行やADB

との協議のなかで進めており、まず、予算策定（経常予算と資本予算等）分野について取り組ま

なければならないと考える。予算策定においては、トップダウン方式とボトムアップ方式があ

り、これまではボトムアップ方式が強調されてきており、これが障害となっている。予算の実施

については、会計報告や理財システムの改革を行っている。理財局には、流動性の問題があるた

め、キャッシュ･マネジメントを改革する必要がある。中央と地方間の問題は、歳出割り当ての

問題と公的資金のトランスファーの問題がある。例えば、地方が税収の 60％を徴収し、その 40％

を支出するが、残りの20％については、中央に移転するよう依頼する必要がある。このように中

央・地方間に（いわゆる垂直的な）アンバランスが存在している。したがって、国家的な公共支

出管理の枠組みが必要となっている。新予算法が国会で承認されたが、これを現在のシステムに

適用させる必要がある。また、新しい会計システム（GFIS）が導入されたが、人材面での障害が

あり、財務担当者がスキルを学ぶ必要がある。PFMについては、システム、組織、制度などの面

で改善しても、それを実行する段階となると人的資本という点で大きな障害がある。理財局は、

政府全体のキャッシュ・マネジメントを効率化するため、Single Treasury Account を制度化する

必要がある。

　新予算法が承認され、2008 年から 2009 年までには実施されることをめざしており、そのため

にはスタッフへの訓練が必要となる。この分野におけるキャパシティ・ビルディングは重要であ

ると考える。JICA へのプロポーザルについては、新予算法（inter-government system を含む）、

新しい中期予算計画（MTEF）という新しい枠組みについて、中央及び地方のスタッフが理解で

きるよう能力を向上させることである。シークエンスは、まず、基本的枠組み（法律等）を完成

し、その枠組みをスタッフに広めることである。

（調査団）一般的に、予算実施を担当する理財局が中心となって、会計制度全体と ITインフラを設

立して会計システムを構築したのち、予算システムの構築をする。その後、地方財政などのより

実質的なプログラムに着手するものであるが、ラオスの場合、中央－地方の財務問題が最初に来

ている。実際、ラオスには会計システムが存在するのか。



－ 33 －

（財務政策局）現在、会計システムは decree26 によって、存在する。勘定科目一覧表（Chart of

Account）については、最終段階であり、GFIS（政府財政情報システム）に機能コードが追加さ

れた。新会計システムへの資金入力は、2007年5月から開始される予定。勘定科目一覧表に適応

する IT システムについては、県レベルまで実施している。

（調査団）Single Treasury Account が存在するということか。また、会計監査、MTEFが存在するか

について伺いたい。

（財政政策局）Single Treasury Account は存在しない。現在、多くの口座があり、県、郡の理財局が

口座を所有している。そのため、歳出の決済は県知事が行っている状態である（CPIは予算の承

認のみ）。また、銀行決済がないため、銀行システムに移行する必要がある。会計監査について

は、内部監査を首相府で行っている。MTEF については、現在、準備中。
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訪問先：財務省

訪問期日：2007 年 3 月 6 日

応対者：予算局次長 Mrs. Bounthai、理財局 Mrs. Opsone

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、鈴木専門家

（調査団）当方の質問は、ラオスの PFM改革について、①現在、何を計画しているのか、②これま

で実施したものは何か、③その課題や問題点についてである。

（予算局）予算局で計画されていることは、財務政策局で計画されているものと同じである。これま

で実施されたものは、①新予算法の制定、②実施のための decree が準備されたこと、③ Budget

Norms（予算配分のための基準）が3月までに完成することである。PEMSPを実施するうえで、

ITと英語の訓練が必要である。MTEFを作成・実施するため、予算局と財政政策局のスタッフは

研修を受けており、OJTも集中的に行っている。これによって、予算局と財政政策局のスタッフ

がMTEF策定において、予算コストを計算できるようになることが期待される。この訓練は、ADB

がドナーとして支援しており、CPI及び中央銀行のスタッフも研修に含まれる予定。将来の計画

としては、新予算法のdecreeをスタッフに広めることである。新しい財政システムに適応するた

めには、ITと英語の能力を向上させる必要があり、特に、県の財務局スタッフへの研修が必要と

なっている。英語の研修が必要であるのは、マニュアル等が英語で書かれているからである。

（理財局）理財システムは、ようやく中央でコントロールできるようになった。現在、Single Treasury

Account のためのdecreeを作成している。理財システムを効果的に作動するためには、県の財務

局スタッフの研修（IT と英語含む）が必要である。

（調査団）予算システムは現在どこまで実施されているか。県レベルでも利用されているのか。

（予算局）予算システムは、財務省ではインストールされている。しかしながら、いくつかの県で

は、まだインストールされていない。また、省庁間のコネクションも完成していない。予算局と

理財局とのコネクションのみが実施されている。

（調査団）どの機関が予算システムをモニタリングしているのか。年度会計の決算はいつか。また、

Single Treasury Account は存在するのか、県が独立した Account を所有しているのか。流動性の

問題（資金不足問題等）についても伺いたい。

（予算局）予算システムについては、会計局が現在モニタリングしているが、法的には理財局がモニ

タリングすべきであろう。年度会計は 9月が決算となり、会計報告書は2～ 3月にかけて提出さ

れている。Single Treasury Account は設置されたが、まだ実行されておらず、モニターもされて

いない。流動性の問題がある場合は、中央銀行から借りることになっている。
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訪問先：財務省

訪問期日：2007 年 3月 6日

応対者：Sila Viengkeo 大臣官房次席次官　

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、鈴木専門家

（調査団）ラオス政府は、JICAに対して、PEMSP支援を要請した。そこで、今回の訪問では、PFM

に係る課題や問題点、また、貴職の見解を伺いたいと思う。

（大臣官房）PEMSP は世界銀行が支援するプロジェクトである。ナムテン 2水力発電事業（NT2）

からの収入に関して世界銀行と議論があったため、NT2からの収入の有効活用のために、財務省

の PFM 能力を強化することにした。しかしながら、現在、財務省は、NT2 問題だけでなく、歳

入と歳出の両方のキャパシティ・ビルディングを強化したいと考えている。歳入面でのキャパシ

ティ・ビルディングについては、SIDA、フランス政府等が協力している。PEMSP は、公共支出

管理の強化であるが、スコープを拡大して歳入を含めたい。フランス政府からの支援は、関税へ

の研修を中心に行っているが、今後は予算、監査、税の研修を含めたい。財務省研修学校では、

定期的プログラムを実施し、効率的に学校を利用したいと考えている。この研修に関する問題と

しては、スキルと研修の評価の問題、研修を受けるスタッフの数が少ないことである。また、新

しい科目（nomenclature）を含む予算の研修と、新予算法の実施に向けての研修が必要であり、

専門知識を有した人材の派遣が必要である。したがって、課題としては、新予算法の実施、財務

省の3部局のシステムが大臣にコネクションされていないこと、キャパシティ・ビルディングで

ある。

（調査団）PFMへのドナー支援（サプライ・サイド）についても伺いたい。また、JICAの役割は何

か。

（大臣官房）フランスとベトナム政府が財務省研修学校と研修センターへの支援に合意した。ビエン

チャン学校では、カリキュラムとインフラ整備へ支援することになっている。フランス政府は、

関税と監査の研修に 50 万 8,000 ユーロを拠出する。JICA 支援については、他ドナーの支援に重

複することなく、適切な支援を選定していただきたい。

（調査団）公共投資プログラム（PIP）は継続されるのか。また、財務省と PIP とのかかわりについ

て伺いたい。研修については、一般的に、スタッフを効果的に能力強化することは難しく、学校

のカリキュラムを作成するだけでは不十分である。3ドナーが一緒に支援することはあり得るこ

となのか。JICA はフランスの支援に従うべきなのか。

（大臣官房）JICAは、歳入面での支援を考慮してはいかがか。NIRA（総合研究開発機構）の分析は

とても有益であったので、歳入面でのポテンシャルのある領域を分析することもひとつの支援と

なる。

　新予算法を実施するうえで、コンサルタントが必要となる。IMFは理財局に専門家を派遣する

ことを提案したが、ラオス政府はこれを承認しなかった。フランス政府のみが 14 ヵ月間コンサ
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ルタントを派遣することになっている。理財システムと会計システムについては、ほぼ完成しつ

つあるが、多くの問題がある。ドナーからの提言に耳を傾けてはいるが、何を実行するかを決定

するのはラオス政府である。
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訪問先：財務省対外金融関係局

訪問期日：2007 年 3月 6日

応対者：対外金融関係局 Sifong Oumavong氏（FMCBCプロジェクト・マネージャー）、Mr. Ankan

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、鈴木専門家

（調査団）PEMSP は世界銀行のリーダーシップの下で実施されているが、これまで何を達成した

か。

（対外金融関係局）FMCBC（Financial Management Capacity Building Credit）は世界銀行のプロジェ

クトであり、ナムテン 2水力発電事業と関連している。FMCBCは公共財政改革のプロジェクト

であり、①銀行セクター改革、②国営企業改革、③公共財政、の3コンポーネントがある。PEMSP

は 2005 年より開始され、〔PHRD（開発政策・人材育成）の〕トラスト・ファンドを管理する。

技術協力は、EU（欧州連合）とUNDP（国連開発計画）が行っている。FMCBCは公共財政管理

のキャパシティ・ビルディングに約 300 万ドルの予算があるが、不十分であるため、追加的な予

算を期待している。

（調査団）PEMSP支援のためコンサルタント 2名を雇用したと聞いているが、結局のところ、何を

実施したのか。また、キャパシティ･ビルディングのためのニーズ・アセスメントは実施したの

か。

（対外金融関係局）（コンサルタントの活動について）それに回答することは難しい。キャパシティ・

ビルディングは広い分野であるが手段である。財務省研修学校の教師を訓練するためには、対外

支援が必要である。キャパシティ・ビルディングのニーズ・アセスメントについては、ラオス政

府はまだ実施していないが、確かに、ニーズを知っておく必要がある。また、FMCBCは、（PHRD

基金から）財務省研修学校の設備とインフラ、カリキュラムに支援しており、ベトナムからも支

援がある。

（調査団）世界銀行は、研修学校への支援計画を完成したのか。もし、JICAがキャパシティ・ビル

ディングのアセスメントや戦略をアップグレードする、と提案するとどう考えるか。この戦略に

は、実施の方法等が含まれ、その後に技術協力を供与することになるが、貴職の見解はいかが

か。

（対外金融関係局）支援計画については、まだ完成していない。FMCBCは、マクロレベルのキャパ

シティ・ビルディングを支援するものである。来年にはクレジットは終了するが、グラント･ベー

スでプロジェクトは継続される。
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訪問先：国家計画投資委員会（CPI）

訪問期日：2007 年 3 月 7 日

応対者：Khamlien Pholsena CPI 総合計画局長、Vixay Homsombath 投資モニタリング＆評価局次長

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、奥村専門家

（調査団）今次ミッションの目的は、①PFM改革において何を実施しているかを伺うこと、② JICA

はラオス財務省からキャパシティ･ビルディングへの支援を要請されたが、PFM分野では多くの

ドナーが様々な活動をしており、そのなかで JICA支援とラオス政府の開発戦略をいかに反映さ

せるか考察すること、である。PFM支援は重要であるが、いかにPEMSPの改革とCPIの責任領

域をリンクさせるかについて、貴職の意見を伺いたい。また、PFM改革にはMTEFを導入する計

画があるが、貴職の PFM 改革についての意見を伺いたい。

（CPI）2006 年から 2010 年までの 5ヵ年計画（NSEDP）は、国会に提出されて承認されたため、現

在は年次計画を作成中。公共投資は、国内資金（税収入）とODA から成り、国内資金について

は民間セクターからの法人税や所得税等から賄われている。国家目標の年7％成長を達成するた

めには、GDPの 32％の投資資金が必要であるため、（税収増の見込まれる）民間セクターを誘致

する政策を進めている。PEMSP の実施状況については、財務省に聞いて頂きたい。

（調査団）公共投資の年次計画がどのように機能しているかについて伺いたい。CPIと財務省がどの

ようにかかわっているのか伺いたい。

（CPI）歳入については財務省が管轄しており、投資部門にいくら配分されるべきかを決定してい

る。その後の投資計画は、CPIが管轄している。公共投資は、県と各省庁が計画を策定し、CPIが

承認することとなる。投資計画のうち、現在実施されている事業（数年にかけて実施される事

業）については、通常、承認する。ODA についてもそのまま承認する。新規事業については、

県、省庁、財務省と議論をして、国家計画のプライオリティと一致しているか確認し、CPI が最

終的に承認をする。提出された新規事業計画の削除は、5 ヵ年計画に基づいている。

（調査団）MTEFはだれが作成することになるのか。PEMSPには多くのドナーが支援しているが、

CPI には、ドナーからの支援があるのか。

（CPI）5ヵ年計画しか存在していない（MTEF の導入は議論中）。ドナーについては、PCAP（公共

投資プログラムの運営管理能力向上プロジェクト）のほか、UNDPが貧困削減のための5ヵ年計

画を支援しており（教育、保健、インフラ、農業セクターにおいて）、47 郡でコーディネートし

ている。

（調査団）公共投資の実施モニタリングは確立されているのか。

（CPI）まだ確立されていない。UNDPと PCAPが支援をしており、PCAPはプロジェクト形成にも

支援している。



－ 39 －

（調査団）これら 2 つの支援は十分であるか。

（CPI）十分かつ適切であると考える。

（調査団）公共投資戦略はあるのか、また、だれが戦略を作成しているのか。

（CPI）公共投資戦略は、省庁とCPIが連携して作成している。また、県とも公共投資戦略を作成し

ている。CPI は、投資計画の削除というよりは、政策プロセスになるようなフィルターの役割を

担っている。財務省は計画に入り込んでいない。ODAについては、グラントについては外務省が

管轄している。

（調査団）ODAは公共投資の大きなシェアを占めるが、CPIはODA案件に対して拒否権があるのか。

（CPI）拒否権はない。外務省が決定することである。
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訪問先：財務省

訪問期日：2007 年 3 月 7 日

応対者：Somdy Douangdy 副大臣

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、鈴木専門家

（調査団）JICAはPEMSPにおけるキャパシティ・ビルディング支援の要請を受けたが、まず、PFM

改革に関するより広いピクチャーを見たい。PEMSP改革で何が実施されているか、また、その課

題について伺いたい。PFM分野では多くの支援があるため、これをどのように見るか、JICA が

何をできるか、について伺いたい。

（副大臣）PEMSPは世界銀行がイニシアティブをとったプロジェクトであり、公的資金の透明性の

向上等を目的とする。PEMSP には多くのドナーが参加しており、世界銀行、ADB、EC（欧州共

同体）、JICA等が参加している。ドナー支援は重複してはならず、何らかの調整が必要である。

副大臣を長とする PEMSP の Steering Committee がドナー支援を調整することになっている。ま

た、首相府（PACSA）が行財政改革に関するドナー支援を調整している。理財局の機能について

は、昨日、ECと議論をした。予算については、ADBが予算策定と予算要求審査の改善を支援し

ている。PEMSP支援については2つの窓口があり、1つはマルチドナー・トラストファンド（世

界銀行、EC、SIDA）であり、もう1つはトラストファンドに参加しない個別窓口（ADB、JICA、

フランス政府等）である。したがって、ドナー支援の調整は重要であり、将来的にはすべてのド

ナーとの会議を招集したいと考えている。また、PEMSP のスコープを拡大して歳入（税、関税

等）を含むようドナー（フランス政府）から提案された。歳入については、現在、フランス政府

が関税を、SIDAが税を支援している。しかしながら、歳入を含めるかどうかについては、まだ、

財務大臣が決定していない。PFM改革実施のキャパシティは非常に限られているため、JICA が

財政政策局と議論して支援して頂くよう望む。新予算法が制定され、新予算法の内規法令

（decree）を準備しているが、その後、全国の予算担当官に予算策定の新手続きなどについて研修

させる必要がある。PFM改革の全領域を修得するためには、多くの年月がかかる。PFM改革は、

理財、関税、税の中央集権化をめざしている。

（調査団）PEM改革には 2つの大きなギャップがあると思われる。まず、キャパシティ・ビルディ

ング支援におけるギャップがある。理財システムなどのインフラを構築したため、これら緊急課

題のキャパシティ・ビルディングを構築する必要があり、理財局スタッフへの新システム導入に

向けての研修（英語、IT）をしているが、キャパシティ・ビルディングのための長期的基本戦略

がない。例えば、スタッフのアップグレード（昇進）、人事政策とのリンク、人事管理とのリン

クがない。第二に、PFM全体に関するギャップがある。MTEFは財務省の予算計画とリンクされ

ることになるが、投資計画はCPIの領域である。ODAプロジェクトは、外務省と財務省が管轄し

ている。MTEFはいったいだれが作成するのか。財務省がODAをセクター戦略の枠組みに適応

させるよう管理するのか。結局のところ、どの機関も公共投資全体を管理していない。また、公

的資金の管理がフォーカスされすぎて、ダイナミックな側面（政治的側面等）が無視されてはい

ないか。
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（副大臣）ご指摘に深謝。キャパシティ・ビルディングのための長期戦略については、国家5ヵ年計

画で人事計画について触れているが、PFMに関する詳細な長期戦略はない。したがって、キャパ

シティ・ビルディングのための長期戦略の作成には同意する。財務省研修学校のアップグレード

は、総合的な計画ではない。第二の質問について、国内の公共投資についてはCPIが管轄してお

り、公共投資計画の予算の配分をしている。ODAグラントについては外務省が管轄し、ODA借

款については財務省が管理している。したがって、公共投資全体を統括する機関がない。また、

CPI の監督機関もない。ODAグラントについては、JICA 等のグラントは予算システムに含まれ

ているが、UNFPA（国連人口基金）等のいくつかのグラントについては含まれていないので予算

システムに含まれるようにしたい。MTEFについては、ADBからの支援があり研修を実施してい

るが、CPIもMTEF作成にかかわることになる。MTEFについては、政府内でもまだ議論がある。

JICAはMTEF作成のための手続きを支援することができるのではないか。ODAについては、グ

ラントと借款が分離されており、グラントについては外務省が決定し、借款については、財務省

と首相府が決定する。

（調査団）長期的なキャパシティ・ビルディング計画の一例をあげたい。インドネシアでは、高校に

行けない学生を 2～ 3年事務所で雇用して、その後、高校に行けなかった人は、財務省所管の大

学の国家会計コースで3年間学び、その後、財務省に戻る。そのなかで優秀な人物に財務省所管

の大学の学士を修得させ、その後、財務省に戻り昇進させる。そのなかで更に優秀な人物を海外

に修士号修得のために留学させ、その後、財務省に戻り昇進させる。更に優秀な人物にはアメリ

カで博士号を修得させる。これが本当の意味での長期計画であり、学位と昇進のリンクを構築し

ている（例：課長に昇進するためには修士号が必要であり、財務省が修士号修得のために支援を

する）。

　MTEF作成は、現在の潮流である。多くの途上国では計画的な予算策定に失敗しているため、新

しい思想、つまり、New Public Managementが主流となった。そこでは、財務省が予算策定をし、

省庁が戦略プランを作成する。さらに、閣僚評議会がプロジェクトの当否を決定し、その後、地

方分権化した予算策定をする。しかしながら、世界銀行やIMFは、途上国の法律を低く見積って

いる。開発計画が閣僚評議会（政治家）によって決められると、全体的な戦略を作成することが

できなくなる（政治的な思考に支配されるため）。中央集権化した計画は重要であると考えるが、

財務省は多くの作業をすることになり、長期的な戦略を考える余地がない。財務省が多くの役割

を担うことになるのは心配の種である。

（副大臣）貴職の考えはとても有益である。更に考察していきたい。
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訪問先：国連開発計画（UNDP）ラオス事務所

訪問期日：2007 年 3 月 7 日

応対者：Jamshed Kazi UNDP 事務所次長

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所松元所員、山田専門家

（調査団）JICAはラオス財務省からPFMのキャパシティ・ビルディング強化のための支援を要請さ

れた。そこで、以下の点について貴職の見解を伺いたい：①現在の PFM 改革の全体像をどう見

ているのか、② UNDP は GPAR（Governance and Public Administration Reform）プログラムを開

始したが、PFM 改革における GPAR の役割は何か、③ GPAR をどのように進めていくのか。

（UNDP）ラオスでは、県に多くの自治があり、中央政府は数々の困難に直面している。例えば、歳

入の徴収や公共投資の配分は県に権限があるため、赤字県へ中央政府が資金を配分することが困

難となっている。財務省は、SIDA の支援で税制改革を実行しており、UNDP は関税への支援を

してきたが現在は行っていない。GPARは、首相府行政管理・公共サービス庁（PACSA）の事業

のなかでも規模が大きいものであり、国家公務員制度改革を行っている。国家公務員には共通の

カリキュラムがないため、UNDPはこのカリキュラム作成に支援している。PACSAのプログラム

は省庁と連携をとって実施しており、PEMSPは財務省が実行している。UNDPもPEMSPへの支

援に関心はあるが、PEMSPには多くのドナーが関与しているため、現在のところ、何を支援する

ことができるか考察している。

　　GPAR は、4 県で実施しており、各省庁と調整しながら実施されている。GPAR は、郡へ基金

（グラント）を供与して、コミュニティが事業に参加する地方分権化プログラムであり、資金の

透明性の確保をめざしている。UNDPのこの経験をPEMSPで使うことも可能であろう。かつて

のGPARは、プロセスが中心であったが、今後は貧困削減とガバナンス改善をリンクさせたいと

考えている（特に、農業、教育、保健セクターにおいて）。貧困削減のためのサービス・デリバ

リーに焦点を当て、政府のモニタリング機能を改善させたいと考えている。例えば、学校等のイ

ンフラ整備だけではなく、教育の質（教師の質や教育サービスのデリバリー）に焦点を置くこと

によって、公的資金の透明性を向上させることが考えられる。

（調査団）GPARのプロジェクト費用はいくらか。また、UNDPのプロジェクトに他のドナーが連携

しているのか。

（UNDP）GPARは 4年間で 1,200万ドルのプロジェクトである。GPARには、SIDA、EU、スウェー

デン、UNCDF（United Nations Cooperation Development Fund）、ルクセンブルク等が連携してい

る。GPARを実施している県がナムテン2水力発電事業と重なるため、世界銀行はassociate fund

を供与した。

　　UNDP の活動は 2つある。1つは、公務員制度改革であり、全公務員に対する共通のカリキュ

ラムを作成すること、また、いわゆるゴースト公務員がいるため、給料の追跡システムを構築す

ることである。次に、PACSAを通じて、サービスデリバリーを改善することである。既に、いく

つかの省庁で開始しており、より良いサービスデリバリーを構築したいと考えている。
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（調査団）給料追跡システムについて、詳しく伺いたい。また、これらの UNDPの活動は既に実施

されているのか。

（UNDP）給料追跡システムについては、PASCAがキャリア追跡システムを保持しており、これに

基づいて、人事情報システムを構築することである。このシステムを使って、人事管理と給料に

関するデータをデモンストレーションする予定。また、今述べたUNDPの活動は、デザイン段階

であるが、農業省、教育省、保健省に対するキャパシティ・ビルディングのためのアセスメント

は実施している。
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訪問先：Lao Plaza Hotel

訪問期日：2007 年 3 月 8 日

応対者：世界銀行 Country Economist, Ekaterina (Katia) Vostroknutova 氏

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員

（調査団）ナムテン 2水力発電事業（NT2）については、世界銀行は 1960 年代から関与している。

世界銀行は、ナルマダ水力発電事業等の巨大プロジェクトで批判されたのち、このような巨大プ

ロジェクトには関与してこなかったので、NT2が開始されたことにとても感慨深く感じている。

NT2は単なる水力発電事業ではなく、PFMプロジェクトであり、PEMSPが開始されたこともNT2

と関連している。世界銀行は PFM 改革の先導者（driver）であるか。

（世界銀行）（PFM改革における政府の）オーナーシップはないといえるが、政府が実施することを

待つことが我々のスタンスであり、実際、彼らは改革を実施している。PER（Public Expenditure

Review）と PETS（Public Expenditure Tracking Survey）は予定どおり着手されており、レポート

のみが遅れている。

（調査団）もう一度伺うが、この一連の PFM 改革の先導者はだれか。

（世界銀行）財務省の財政政策局が先導者であり、財政政策局の部長が改革を迅速に行っており、副

大臣がこれをモニターしている。財務大臣も PFM 改革についてはよくご存じである。

（調査団）PFM改革に関する広いピクチャーを伺いたい。何が実施され、課題は何か。会計、予算、

統計などのインフラが整備されているのか、IT インフラはどうか。

（世界銀行）会計システムについては、既にインフラがある。IT技術者が会計システムをチェック

しており、会計システムは十分整備されている。しかしながら、県、郡との間のコネクションに

ついては未完成であり、中国が光ファイバを供与していると伺っている。また、勘定科目一覧表

を改善して、標準化された1つのシステムに変更される予定。また、ラオス政府は、適切なPEMSP

コンサルタントを雇わなかったという問題があり、PRSO3では、適切なコンサルタントを雇用し

たいと考える。3月末までには、勘定科目一覧表は完成する予定であり、パイロットで実施した

のち、次年度の予算で開始したい。

（調査団）Single Treasury Account については、完成しているのか。

（世界銀行）よく存じていない。ラオス政府は、世界銀行に新予算法の制定に対する支援を求めた。

新予算法は、理財、関税、税を含む。

（調査団）新予算システムについてはどうか。ITインフラは整っているのか。また、ODA管理につ

いても伺いたい。
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（世界銀行）新予算システムを財務省スタッフに教えることは課題である。ODA管理への支援に対

外援助が供与されると聞いているが、詳しいことはよく知らない。

（調査団）だれがグラントを管理しているのか。また、政府に圧力をかけている事項はあるのか。

（世界銀行）財務省が管理しており、すべての資金は財務省にいく。MTEF については、ADBとと

もに圧力をかけている。

（調査団）MTEF は、予算システムが完成していないと有効な手段ではないと考えるが。

（世界銀行）そのため、予算配分などの多くの活動を行っている。ODAの管理については、世界銀

行のプライオリティが低いことから、世界銀行は取り組んでいない。政府は公的資金の管理をで

きていないが、これは人材不足のせいではないかと思う。

（調査団）監査について支援しているのか。また、PFMの一部である調達については支援している

のか。

（世界銀行）監査については、ようやく開始したところである。ニュージーランド型のキャパシ

ティ・ビルディングのため、学校を建設し、カリキュラムをつくり、ピア･レビューを行う。マ

ニュアル作成については分からない。調達についても、関与している。首相府の調達オフィス

は、財務省から区別されるべきである。これまで 45 件のモニタリングが改善され、調達専門家

もラオスに来る予定。

（調査団）CPIに問題はないか。公共投資プログラム（PIP）の大きなシェアをODAが占めるとする

と問題はあるか。世界銀行は、外務省にODA予算を管理しないよう圧力をかけることができる

か。

（世界銀行）CPIの 5ヵ年計画は、計画と予算をリンクさせる必要がある。外務省に対しては、圧力

をかける可能性がある。

（調査団）中央－地方の関係について伺いたい。PFM を中央集権化する政治的な力とは何か。

（世界銀行）ラオスは最も地方分権化した国といえる。県や郡で公的資金の支出が決定されている

が、戦略やプライオリティを決定するのは中央政府の役目であり、大きな問題となっている。歳

入についても同じ問題を抱えている。

（調査団）すべての PFM 改革を完成するのはいつか。資金を追跡できるようになるのか。

（世界銀行）新予算法と勘定一覧表は完成しつつある。いつの日か、追跡できるようになるであろ

う。知事からの要請によって、県レベルでの公的支出レビュー（PER）を開始した。
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（調査団）PFM 改革を県が実施するためには、政治的なコミットメントが必要とされるのか。

（世界銀行）知事を説得する必要があり、政治的プレッシャーが必要となってくるであろう。

（調査団）おそらく、県によって違ってくるであろう。黒字県については、政治的に対処しなければ

ならないであろう。JICA が、少なくともポートフォリオのレベルで、全 PIP を取得できるよう

CPIを支援することについては、どう考えるか。MTEFを進めているADBは何というであろうか。

（世界銀行）すばらしいことだと思う。ADB に聞かないと分からないが、問題ではないと思う。
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訪問先：財務省人事・組織局

訪問期日：2007 年 3月 9日

応対者：Somboun Inthapattha人事・組織局次長、PEMSP C/BアドバイザーKen Hellerup氏、PEMPS

プログラムアシスタント Bounpone Sybounheuang 氏

訪問者：調査団全員、JICAラオス事務所富田所員、松元所員、鈴木専門家

（調査団）今回の訪問は、キャパシティ・ビルディングの戦略を伺うことである。JICAはPEMSPに

おけるキャパシティ・ビルディング支援のための要請を受けた。新予算システムや理財システム

等の新しいシステムの導入には、スタッフのキャパシティ・ビルディングが必要である。フラン

ス政府は関税におけるキャパシティ・ビルディングを支援しており、世界銀行は財務省研修学校

の設立のために支援している。これらの活動をどのように統合させるのか、キャパシティ・ビル

ディングのための総合的戦略とは何か。

（人事・組織局）3つの財務省研修学校では、短期と長期の研修プログラムを財務省職員に修得させ

ている。過去は、ディプロマ・レベルのプログラムであったが、将来的には学位（BA）レベルま

でアップグレードしたいと考えている。したがって、長期的プログラムとしては、財務省職員が

学位を取得できるようにしたく、短期プログラムでは、国内的及び対外的に支援された研修プロ

グラムを活用していきたい。例えば、SIDA は財務省研修学校を使って、税に関する研修を行っ

た。財務省は、PEMSPコンサルタントと協力してキャパシティ・ビルディングのための戦略を作

成している。この戦略については、今週の水曜日に、全局へのワークショップが開催された。戦

略は 10 ヵ年戦略であり、短期、中期、長期の目標がある。また、研修のプライオリティ分野

（Treasury、 Budget等）を選定しており、財務省研修学校は戦略の要となる。ドナーからのキャパ

シティ･ビルディングへの支援はあるが、持続的なものはない。

（調査団）キャパシティ･ビルディングのための戦略を作成し始めたが、ニーズ・アセスメントにつ

いては開始したのか。また、プライオリティ分野のキャパシティ･ビルディングを緊急に開始す

るとのことであるが、どの分野であるか。

（人事・組織局）ニーズ･アセスメントについては、開始していない。プライオリティ分野は、理財

局職員のキャパシティ・ビルディングであるが、これはキャッシュ・マネジメントの研修が緊急

に必要であるからである。この短期研修については、EU が支援する。

（調査団）どのような研修であるのか。

（人事・組織局）よく分からない。キャッシュ・マネジメントを担当するスタッフのためのマニュア

ルは作成されたが、ITシステムのマニュアルについては未完成である。一般的に、すべてのスタッ

フが研修を受けるべきであり、上級職員にはリーダーシップ・プログラムを受けさせたい。

（調査団）SIDAが税、フランス政府が関税のキャパシティ・ビルディングを支援しているのか。英

語の研修もしているのか。
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（人事・組織局）そのとおり。これらの研修のなかでは、IT と英語の研修がスタッフ全レベルを対

象としている。ECは40日間のキャッシュ･マネジメントのための研修を行っている。戦略レポー

トについては、議論をしている。

（調査団）予算に関する研修についてはいかがか。ドナー支援はあるのか。

（人事・組織局）新予算システムを導入するためには、集中的な研修が必要である。資金は、世界銀

行、SIDA、ECが設立したマルチドナー・トラストファンドから供出される予定であり、短期の

コースでは、県や他省庁の職員を含み、勘定項目一覧表に関する研修も含まれる。

（調査団）キャパシティ･ビルディングを今後どのように進めていくのか。また、その資金源はある

のか。

（人事・組織局）PEMSPでは、コンサルタントが 1名に削減されたため、JICAからのコンサルタン

ト派遣を期待している。研修には、ニーズ・アセスメントが必要であり、ローカル・コンサルタ

ントの雇用も望ましいと考えている。

（調査団）ニーズ・アセスメントが最初に実施しなければならないことか。

（人事・組織局）そうである。

（調査団）財務省のキャパシティ・ビルディングのための長期戦略には、昇進決定が含まれるのか、

また、人事・組織局の関与はいかがか。

（人事・組織局）上級スタッフの昇進は、財務大臣の決定事項である。

（調査団）インドネシアの例では、研修と昇進は密接に関連している。このようなシステムを考えて

いるのか。

（人事・組織局）現在の財務省は効率的ではない。例えば、財務省研修学校の質は良くないため、イ

ンドネシアと比較すると、大きなギャップがある。しかしながら、財務省は財務省研修学校を

アップグレードする計画がある。
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訪問先：財務省財政政策局

訪問期日：2007 年 3月 9日

応対者：財政政策局 Saysamore Xaysouliane 氏

訪問者：阿部団員

・PEMSP キャパシティ・ビルディングへのドナー支援について

　世界銀行は、予算策定への技術支援をし、ワークショップ等を開催したが、スタッフへの研修

は供与していない。ADB はMTEF をパイロットベースで保健省と教育省で実施することを提案

している。MTEFは予算の中央集権化を進めるものであり、予算のガイダンスとなる。3月末ま

でには政府内で承認される予定。MTEFのワークショップが開催されたが、それだけでは不十分

であり、スタッフへのキャパシティ・ビルディング（研修）が必要となる。フランス政府は、研

修センターを使って、会計に関する研修をスタッフに供与する計画があると聞いているが、詳細

については不明。ベトナム政府は、新予算法作成に支援をしてきたが、新予算法のキャパシティ・

ビルディングについては支援していない。ECは理財局に技術支援をしており、キャッシュ･マネ

ジメントの改善に寄与している。ECの支援によって、キャッシュ･マネジメントのためのマニュ

アル / ガイドラインを作成したが、依然として流動性の問題に直面している。

・ PEMSPの実施状況、組織体制

　新予算法は、大統領の承認を得ると施行される予定。新予算法によって、知事の予算配分にお

ける権限が少なくなる。また、PEMSPに歳入（債務管理を含む）が含まれることが決定された。

また、予算規範（Budget Norms：予算配分のためのガイドライン）を作成する予定。

　PEMSP の組織は、副大臣が統括し、その下に各局の局長から成る諮問委員会（Stee r ing

Committee）があり、6ヵ月ごとにDonor Consultative Forum を開催している。その下に、各局の

次長から成る実施委員会が設置されており、IT、予算、理財、キャパシティ・ビルディング等の

タスクフォースがある。事務局には、外国人コンサルタントが常駐することになっているが、現

在は、コンサルタントの契約が間もなく終了するため、新しいコンサルタントの採用手続きを

行っている。
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訪問先：財務省財政政策局

訪問期日：2007 年 3月 12 日

応対者：JICA鈴木専門家

訪問者：阿部団員

・PEMSP 実施状況について

　予算規範（Budget Norms）を作成する背景は、これまでは予算を配分するうえでの基準が全く

なかったため、水増し請求等も数多くあったことがある。予算規範を導入することによって、基

準に基づいたコストで予算策定をすることになる（例：教師の給料のコストを一定額とする等）。

　理財システムは、これまではブラック・ボックスであったため、外の目にさらされていなかっ

た。新予算法の成立後には、Single Treasury Account を中央銀行内につくり、口座の一括管理が

できるようになる。現在、ADB の支援で Account を作成中。新予算法のターゲットは、税、関

税、理財の中央集権化であり、県知事の権限が少なくなる。

　外務省の国際協力局（Department of International Cooperation：DIC）がこれまで ODA を担当

してきたが、この機能を CPI に移すことが決定された、と奥村専門家から聞いている。

・財務省の問題点

　財務省内で他の部局と打合せをするためには、財務次官の許可が必要であるため、財務省内の

コミュニケーションが簡単にできない、という問題がある。また、財務省とCPIとの定期的な会

合はなく、中央と地方との対話がない。対話がないため仕事が進まない、ということがここでの

大きな問題と考える。

　人事異動については、自己申告で異動することはなく、すべては上からの辞令によって異動が

決まる。任期もない状態である。したがって、自分でキャリア目標を築いていくことができない

システムになっている。雇用プロセスも不透明であり、人事・組織局ではなく部局が決定する。
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訪問先：国家計画投資委員会（CPI）

訪問期日：2007 年 3 月 12 日

応対者：奥村専門家

訪問者：阿部団員

・CPI について

　財務省とCPIとの連携は、予算シーリングの交渉の際に行われている。投資予算（民間投資を

含める）をGDPの 30％とするのがCPI の方針であり、シーリングもこの方針に沿って決められ

る。

　県レベルで能力のある人材は 1～ 2名いるが、郡レベルでは人材不足が続いている。また、郡

長に権限があるため、郡長が投資予算を決定している。また、公共事業のモニタリングをしてい

ないし、CPI には会計報告書がない。

　PEMSPの改革はCPIや県で導入されていない。MTEFについても、CPIでは議論されていない。

　統計データが不正確であるため、計画立案が難しいという問題を抱えている。また、CPIには

オーナーシップがなく、広いピクチャーを実行することができない。
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訪問先：財務省財政政策局

訪問期日：2007 年 3月 13 日

応対者：PDP Australia PTY LTD. Saysanith Vongviengham 氏（ADB consultant）

訪問者：阿部団員

・MTEF

　ADBは、予算策定における中期支出枠組み（MTEF）に支援をしている。当初は、ボトムアッ

プ方式でMTEFを作成することを試みたが、最終的には適切でないということになり、「Indicative

MTEF」を作成することとなった。これは、ベトナムで使用されたモデルであり、2006～ 2007年

度の支出をベースラインとし、向こう3年間の経常予算と公共投資を見積るものである。公共投

資については、過去 5年間の平均をベースラインとして、向こう 3年間の公共投資を見積る。こ

のモデルは、ADBプロジェクトからのプロポーザルであり、現在、財政政策局がベトナム政府と

協議をして採用するかどうかを決めている。また、このモデルは、ボトムアップとトップダウン

方式を組み合わせたものである。Activity-based Budgeting方式の支出予算策定は、人材不足のた

めラオスではできない。モデルでは、中期支出の全部を見積り、経常支出と投資支出を差し引い

た「余剰資金」を新しい政策やプライオリティ・セクターに支出する。

　既にIndicative MTEFに関するワークショップを2回開催しており、財務省、教育省、保健省、

農業省、交通通信省が参加した。コンサルタントのPeter Fairmanによって、モデルを説明するマ

ニュアルは作成されている。MTEFが実施される場合、財務省研修学校を財務省職員のキャパシ

ティ･ビルディングを向上させるために使用することも考えられる。

　会計規則に対しては、ADBはトラストファンドを通じて支援をしているが、詳細については分

からない。

　（その後、Indicative MTEF モデルをコンピュータ上で実演）
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訪問先：財務省予算局

訪問期日：2007 年 3 月 13 日

応対者：予算局次長Mrs. Bounthai

訪問者：阿部団員

・PEMSP の実施状況について

　新予算法が間もなく施行される予定。そのための新しい内規（decree）を作成する必要があり、

現在、これを準備中。

　MTEFに関するワークショップが 2回開催されたが、非常に複雑なものであったため、ここで

コメントをすることは難しい。次回のワークショップにて、このモデルが有効であるかどうか議

論することになる。

　政府財政情報システム（Government Financial Information System：GFIS）は、まだインストー

ルされていない。GFIS が有益であるかどうか議論している段階である。現在、古いシステムを

使っているが、LAN（構内ネットワーク）を通していくつかの県からデータを受信することがで

きる。財務省内では、LANでコネクションしている。財務省内がLANでコネクションされたた

め、支出をモニターすることができるようになった。会計局のみがITインフラで問題を抱えてい

る。

　予算規範（Budget Norms）は、予算配分のための標準ガイドラインのことである。例えば、教

師の月収を 20 ドルにするというガイドラインを作成することであり、現在、財政政策局がベト

ナム政府と協議をしている。教育と保健セクターをパイロットセクターとして、予算規範を導入

する計画がある。予算規範は、世界銀行から提言されたものである。

　財務省は、公共投資の全支出をモニターしている。予算局の職員は、地方を合わせると100～

200 名いる。

・予算局のキャパシティ・ビルディングについて

　予算局のキャパシティ･ビルディングについては、2種類のキャパシティ・ビルディングが必要

である。第一に、予算に関する専門知識のキャパシティ・ビルディングであり、短期、中期、長

期のプログラムがある。また、ラオス国内の学校で研修するものと海外で修士号を取得するもの

がある。国内研修は、財務省研修学校で行われており、2006年度からBAレベルのコースが開始

された。第二に、ITと英語の知識を向上させることである。特に、県レベルでのスタッフの英語

の研修が必要である。財務省内の全局が、各局のキャパシティ・ビルディング戦略（3ヵ年、5ヵ

年戦略）を人事・組織局に提出している。

・財務省予算局とCPI、他省庁、県とのコミュニケーションについて

　毎年 2回、財政会議を開催しており、各省庁の財務局と県財務局が参加する。また、四半期ご

とに、県財務局を来訪し、予算策定が適切に行われているか査察し、問題がある場合は、OJT方

式で解決している。

　予算局の問題点は、報告書の提出にかかわるもの、また、透明性にかかわるものである。地方

からの報告において、報告のスタイルやシークエンスを勝手に変更しているケースが多い。県は

新しい勘定科目一覧表に従って報告することが期待されるが、郡レベルでは報告されない可能性
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が高い。3日間のOJTを県や郡で実施する計画はあるが、せっかく研修を受けても（研修を受け

た人が）人事異動になることが頻繁にあるため、また問題が発生することがある。

　人事異動は、すべて上司の決定事項であり、財務省職員の雇用は、（人事・組織局ではなく）

各局が決定する。
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訪問先：財務省理財局

訪問期日：2007 年 3 月 13 日

応対者：Bouachan Sathusin 理財局長

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・PEMSP 改革の実施状況

　新予算法によって、中央集権化政策が施行されることになるため、理財局では新しい役割、機

能、構造等に関するdecreeを作成している。その後、県レベルに新decreeを普及しなければなら

ない。既にワークショップを開催し、中央集権化が機能するよう議論しているが、decree の普及

のためには研修が必要である。ドナーが支援をして頂ければ大変ありがたく感じるが、ドナー支

援がなければ財務省の資金で行われる。decreeの普及は、全県と全郡で実施されるが、最初は、

パイロット県で実施してから全県に普及させる予定。中央集権化政策は、十分な資金を保有する

という党の政策であり（税、関税、理財を含む）、理財局は、Single Treasury Account を保有する

こととなる。この中央集権化によって、キャッシュ･マネジメントが簡易になると思われる。ま

た、すべての歳入がSingle Treasury Account に直接入ることになる。理財局に対してはドナーの

支援がなかったため、理財局のスタッフがdecreeを作成した。しかしながら、トラストファンド

で中央集権化政策が支援されるかもしれない。

　（知事からの反発があるか質問したところ）中央集権化政策を理解し普及させるうえで、知事と

の対立や問題はないと思う。中央集権化政策は党が決定したことであり、問題はない。しかしな

がら、税と関税の送金が遅れることを心配しており、送金をスピードアップさせるようにした

い。

　（decree の普及に財務省研修学校を使うか質問したところ）研修学校を利用したいと考えてい

る。1 つは、県に講師を派遣する OJT 研修であり、もう 1 つはグループ研修を考えている。
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訪問先：欧州共同体（EC）ラオス事務所

訪問期日：2007 年 3月 13 日

応対者：EC Attachée Cooperation, Juana Aristizabal Pinto 氏

訪問者：阿部団員

・PEMSP における ECの支援活動について

　Public Expenditure Review 2007 を世界銀行等と協力して作成した。

　技術協力については、理財局にコンサルタント 1 名を派遣し、キャッシュ･マネジメントを改

善するよう支援している。キャッシュ･マネジメントについては、新しいストラクチャーのガイ

ドラインを提案している。既にキャッシュ･マネジメントに関するワークショップを理財局職員

に対して実施し、また、他局職員と銀行セクターの職員に対するワークショップも開催した。

キャッシュ・マネジメントについては、財務に携わる職員全員に研修を受けさせる必要がある。

　また、内部監査局にコンサルタント 1名を派遣している（2007 年 6 月まで）。これまでの監査

は、国営企業レベルしか実施してこなかった。調達についても支援していきたいと考えている。

　ECは、PEFA（Public Expenditure Framework Assessment）を支援したいと考えている。世界銀

行、EC、IMF、フランス等と協力し、PEFAの指標を評価する。2005 年の指標については既に承

認されており、3 年ごとに評価していきたい。

　PEMSP のトラストファンドに JICAは参加しないのか。（トラストファンドのモニタリングの

問題と外交的観点から基本的には参加しないと思われると発言したところ）毎年、トラストファ

ンドの外部評価をするというアイデアがある。また、外部監査を行うことも考えられよう。

　（EC が実施したキャパシティ・ビルディングの報告書を頂きたいと質問したところ）「PEMSP

Capacity Building Assessment on Program Design」については、外部と共有できるかどうか考慮

してから、JICA にも送付したいと思う。

　ルクセンブルクがJICAと同様に、財務省から財務省研修学校への支援を要請されたと聞いた。

ルクセンブルクに問い合わせて確認することを提案する。



－ 57 －

訪問先：財務省主税局

訪問期日：2007 年 3 月 14 日

応対者：SIDA International Advisor, Marie Wirmen 氏、主税局 Saythong Ouiphilavong 氏

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・SIDAの税への支援について

　歳入を増加させるためには、①スタッフのITスキルの向上、②税行政への支援、③組織改革、

④人材育成が必要である。①については、県レベルで基本ITスキルの研修を実施した。ラオスの

税情報システムについては、パイロットベースで研修を行いたい。④の税に関する人材育成につ

いては、プロジェクト管理の研修、会計、監査評価に関する研修を行った。また、小額納税者用

への徴税マニュアルを作成した。

　今後の課題として、税制法が関連していないという問題、納税者番号の発行をしなければなら

ないこと、VAT（付加価値税）の導入、税申告書を強化することである。

　（外国投資を誘致する税優遇策について質問したところ）CPI の管轄であり、主税局は関与して

いない。

　（インドネシアやフィリピンの例のように、国立税学校をビエンチャンに建設する計画はあるか

伺ったところ）財務省は、むしろ、財務省研修学校を優先課題と位置づけているようだ。
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訪問先：財務省人事・組織局

訪問期日：2007 年 3月 14 日

応対者：Khonun Nhon Khammany 人事・組織局長、Somboun Inthapattha 人事・組織局次長

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・人事・組織局の組織について

　人事・組織局の組織には 4セクションある。第一に、人事開発課があり、財務省研修学校を管

轄している。現在、人事開発課には4名の職員しかおらず、6～7名に増員したいと考えている。

第二に、総務課、第三に党担当課があり、上級職員の昇進等を担当している（しかしながら、上

級職員の昇進は政治的に決定されるため、事務局的な役割しかない）。最後に、労働組合を担当

する課がある。

・財務省内の昇進について

　昇進には 2種類あり、①給料の上昇、②地位の昇進がある。給料の上昇は、学歴などの資格に

よって上昇し、2 年ごとに査定される。地位の昇進については、職員評価（staff appraisal）に基

づき、学歴や人格など様々な基準を考慮する。例えば、修士号を取得しているが英語やITスキル

が不足している場合、研修を受けさせて、その後昇進させることになる。評価基準には、①経験

や倫理観を含むマネジメント・スキル、②学歴、がある。

・財務省の人材育成について

　現在の人材育成は、厳しい状況であり、研修に資金供与できる状態ではない。現在、財務省に

は 4,000 人の職員がおり、学士（BA）を取得している職員数は 268 名（うち、女子は 61 名）で

あるが、この学位には、経済学や財政学と全く関連のない学問（物理学や文学等）の学位を含む。

修士号は 41 名（うち、女子は 11 名）であり、博士号は 5 名（うち、女子は 1名）である。学士

号取得者が少ない理由は、財務省研修学校はディプロマ・コースしかなかったことであるが、

2006 年度から学士号コースが開始されたので、今後は BA 取得者数が増える見込み。

　各職員の職務内容は、古く、重複しているものがあるため、改定する必要がある。また、職員

の異動問題があり、特に、郡レベルにおいて問題となっている。

　職員のキャパシティ・ビルディングについては、短期、中期、長期の戦略がある。まず、長期

的には、カリキュラムの改善、財務省研修学校の講師への研修、また、学校のインフラが老朽化

しているため、ドナーからの支援が必要である。ビエンチャン校については、ベトナムからの支

援がある。また、北部の財務省研修学校については、ルクセンブルクが支援する。中期的には、

学士を取得していない職員へ財政の知識を修得させることである。短期的には、新予算法等の特

定トピックスへの研修（例：SIDA が税に関する研修を供与）を行うことである。フランス政府

が財務省内の研修センターを改修しているため、短期的な研修を供与することができると思われ

る。

・JICA支援について

　〔JICA支援については、①財務省研修学校への支援（要請内容と同じ）と②それに加えて、財務

省の人事政策を含めた包括的支援が考えられるが、どう考えるか尋ねたところ〕②の支援策は、
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大変ありがたい（happy）と思う。昇進や職務内容の管理のしかたを支援して頂けるとありがた

い。

　①については、ベトナムの支援が 2009 年に終了し、その後支援がないため、不安を感じてい

る。ベトナムの支援は、4 年間、学士コース（3 年間）に講師を派遣して支援するものであり、

ベトナム人講師が教えている。JICAが財務省研修学校を支援することは必要不可欠であり、学生

寮や県からの学生の生活費への支援、また、南部研修学校の講師数が十分でないため、支援をし

て頂けるとありがたい。

　人事に関する人事開発システム（HRDシステム）が故障しているため、JICA が支援して頂け

ればありがたい。PACSA（首相府）も人事に関するシステムを開発しているが、我々は財務省独

自の人事システムを構築したいと考えている。

　（Draft：Ministry of Finance Capacity Building Strategy を入手）
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訪問先：世界銀行

訪問期日：2007 年 3月 14 日

応対者：世界銀行 Lead Country Officer, William Rex 氏、Research Analyst, Viratsamay Visonnavong 氏

訪問者：阿部団員

・世界銀行の PEMSP 支援について

　（世界銀行の支援の詳細については同僚のShabihが担当しているので、彼に聞くことを勧め）、

まず、全体的な活動について説明したい。PEMSPではマルチドナー・トラストファンドを設立す

る予定。PEMSPが設立された背景は、ナムテン2水力発電事業の収入が数年で国庫に入るため、

その収入を政府の優先分野（保健と教育）に配分されるように公共財政管理を改善することで

あった。そのため、Financial Management Capacity Building Credit（FMCBC）を供与してきたが、

新予算法が成立するので、今後は新予算法への支援に焦点を当てることになるであろう。また、

歳入が PEMSP に含まれることになるであろう。4 月初めには、世界銀行本部からの大きなミッ

ションがラオスを来訪する予定であり、理財、税、関税に関する 3 ～ 5 ヵ年計画を報告する。

　2007 年度の Public Expenditure Review（PER）は完成し、Public Expenditure Tracking Survey

（PETS）については、調査が終了し、現在は報告書を作成中。PRSO3では、新予算法が含まれる

予定。

　財務省のキャパシティ・ビルディングについては、管理職、組織、制度の側面から改善しなけ

ればならない。世界銀行は、予算規範（Budget Norms）を導入して財務省のキャパシティ・ビル

ディングを改善したいと考えている。3つの財務省研修学校については、インフラ、カリキュラ

ム、設備の面で支援する。PHRD基金から支出されているが、FMCBCで管理されることになる。

　PEMSPには多くのドナーが支援しているため、ドナーと政府間のコーディネーションが特に必

要とされる。

　（「Public Expenditure Review：FY2007」を入手）
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訪問先：財務省会計局

訪問期日：2007 年 3月 14 日

応対者：Sanya Praseuth 会計局次長

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・会計局におけるキャパシティ・ビルディングについて

　フランス政府が、財務省内に研修センターを建設している。研修センターでは、現在、会計と

関税の研修が行われている。今後は、予算や理財に関する研修も研修センターで行われる予定。

研修センターには、1 コンピュータ室、1 クラスルームがあり、さらに 2 クラスルームと図書館

が現在建設中。フランス人アドバイザーが教師（trainer）を訓練している。会計局も独自のカリ

キュラムを準備している。訓練を受けた教師が、3つの財務省研修学校に行って、研修を行う予

定。会計・関税の両分野で既に 6教師が教授方法（teaching methods）を修得した。また、予算局

や理財局等の他の部局においても、会計コースを学ぶことができる。

　ADBは、会計規則を支援しており、会計規則 IT をインストールした。また、会計の中央集権

化に支援しており、30の電話回線を使って、ネットワークを築いている。今後は、対外債務を含

めた会計システムを支援する予定。

　世界銀行は、勘定科目一覧表（Chart of Account）を支援している。勘定科目一覧表を普及させ

るためには、光ファイバや設備のリノベーションが必要であり、また、システムを安定化させる

必要がある。

　会計局の職員数は 24名である。会計局は①政府会計、②国営・民間企業会計、③ ICT、④協力

の 4 セクションから成る。
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訪問先：財務省監査局（Inspection）

訪問期日：2007 年 3月 15 日

応対者：Chanthaboualy Boualiane 監査局次長

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・監査局の現状と課題

　監査局は PEMSPの諮問委員会（Steering Committee）のメンバーではないが、新しい監査シス

テムと規則を導入する必要がある。スウェーデンのコンサルタント（Anders Jansson 氏）が 3ヵ

月間監査局を支援して、監査システムのストラクチャーに関する報告書を書く予定。

　監査にかかわる問題は、予算執行を監査局がチェックできないことである。予算局や会計局

は、すべてのデータを監査局に与えていない。彼らは他の部局とデータを共有したいと考えてい

ない。財務省内のLANは存在しているが、他の部局にアクセスするには承認が必要となるため、

十分に機能していない。例えば、予算局のデータにアクセスするには、財務大臣にレターを書

き、予算局からの承認が必要となる。政府財政情報システム（GFIS）は存在しているが、一度も

使ったことがない。GFIS を使用するための研修にドナーは支援していない。

　外部監査については、現在、小規模国営企業に対して行っている。

　監査局の職員数は29名であるが、これは十分ではない。現在の職員数は、十分な職員数の60％

といえる。

　財務省による国営企業への監査は現在行われていないが、1980 年代には存在していた。当時

は、内部告発をすれば報奨金を与えるというシステムがあったので監査することができたが、（内

部告発者と）ブローカーとの仲たがいがあったため、国営企業への監査がなくなった。
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訪問先：財務省研修センター

訪問期日：2007 年 3 月 15 日

応対者：フランス人専門家 Pierre Jacques Labadie 氏

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・研修センターについて

　研修センターは、2006 年 11 月に開始された。現在は、関税と会計に関する研修を行っている

が、今後は理財や予算に関する研修を行う予定。研修プログラムはPEMSP で実施されている改

革を含むため、訓練学校（vocational training school）として位置づけられる。PEMSP改革に必要

な研修は、ここで行われる予定。ASYCUDAは、関税のシステムであり、西アフリカやベトナム

で既に導入されている。同システムを全国に普及させて、貿易の 75％を管理したいと考えてい

る。政府財政情報システム（GFIS）は中央集権化したシステムであり、既にインストール済み。

GFIS を利用するには、300 人の IT 研修が必要である。

　研修センターは、フランス政府が資金協力して建設した。2005年5月にラオス政府と合意し、

同プロジェクトが承認された。研修センターで修得されたことは、県で講習される予定（例：4

月に県でセミナーが開催される予定）。

　関税の中央集権化に伴い、IMFが新関税法を作成中。また、新予算法に関するセミナーを財務

省の全部局で行う予定。セミナーは、①技術職員（technical officer）向けと②上級職員向けの 2

種類がある。セミナーで、研修のニーズを選定し、フランスや他のドナーがその研修を支援する

ことが考えられる。つまり、セミナーで決定事項を決めて研修のニーズを選定し、研修で職員の

キャパシティ・ビルディングを向上させるのである。

　（研修センターの 2007 年の研修プログラムを入手）
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訪問先：財務省研修学校（College of Finance）

訪問期日：2007 年 3月 15 日

応対者：Thoum Kham Phanit 財務省研修学校長、Slousavath Songvilay 財務大臣顧問（兼財務省研修

学校顧問）、その他

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・財務省研修学校の組織、職員数等

　財務省研修学校は、学長、3 名の副学長、6 部門から成る。学部は、公共財政学部と公共企業

学部の 2つがある。70名のスタッフのうち、51名が現在職員として働いており、残り 19名のう

ち、17 名は研修中であり、2 名は海外で研修を受けている。51 名の職員のうち、49 名は教師の

資格があり、38名が財務省の公務員である。この公務員のうち、修士号を取得している教師は3

名、学士は 13 名、ハイ・ディプロマ（High diploma）は 7 名、ディプロマは 15 名である。2006

年度から、学士号コースを開講しているが、学士号コースの講師は、ベトナム人である。学期は

9 月から開始し 6 月に終了する。1 教師が 2 ～ 3 クラスを担当している。

・学生数、学習環境、学生寮

　総学生数は1,569名である。そのうち学士号コースは182名、ハイ・ディプロマは617名、ディ

プロマは309名、その他のディプロマは461名である。学士号コースの182名はすべて財務省か

ら派遣された職員である。残りの学生は、試験を受けて合格した一般の学生である。この一般学

生が将来財務省で働く確率は 2 ～ 3％であり、多くは民間企業に就職している。1 クラス当たり

50～ 60名の学生が授業を受けている。クラスルームが不足しているため、学士コース以外は半

日しか授業がない状況である。JICAに支援をして頂ければ、午前午後両方の授業が可能となる。

学生寮は、現在、300 ～ 400 人収容可能であるため、残りの学生は外部から部屋を借りるなどの

手段をとっている。授業料、宿泊料などは学生が賄わなければならず、これは財務省から派遣さ

れている職員も同じである。財務省からは授業料や宿泊料等への支援はないが、財務省の各部局

や県が職員を支援していることがある。財務省から派遣されている職員は、学士コース終了後、

県の財務局に戻り、昇進することになる。

・ドナーの支援

　ベトナム政府が 2006 年から 2009 年の間で 590 億ドン（約 368 万 7,500 ドル）を供与して、ク

ラスルームの建設等のインフラ支援と講師を派遣している。インフラ建設では、1クラスルーム

と 1 オフィスが建設される予定。この支援によって、1,000 名の学生がフルタイムで授業を受け

ることができるようになる。世界銀行は、他の財務省研修学校（北部と南部）を支援する。現在、

コンピュータが 50 台あるが、インターネットに接続していないため、インターネット接続のた

めにはドナーの支援が必要となっている（ベトナム政府は支援しない）。

・JICAへの要請内容

　JICAへの支援要請は、まず、LCD（液晶ディスプレイ）やコンピュータなどの設備への支援を

要請したい。また、学士コースのカリキュラムを国際標準並みにアップグレードして頂きたい。

特に、教師の教授スキルの向上を支援して頂きたい。2009 年から新しいインフラで開始するた
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め、教師を日本で研修させて、学士コースで教鞭をとれるレベルまでスキル向上をする必要があ

る。また、図書館とテキストブックに支援して頂きたい。
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訪問先：ビエンチャン県財務局

訪問期日：2007 年 3月 16 日

応対者：Pasith Bannavong 財務局次長、Khamlek Thongsavanh 人事室長

訪問者：阿部団員

・財務局の組織、予算、職員数等

　財務局には、財務局長、次長2名、3部局がある。このうち、予算課が県の予算を取りまとめ、

理財課が県の収入を管理する。計画投資局（DPI：CPIの出先機関）で策定された公共投資につい

ても予算課が取りまとめる。理財課には口座があるが、財務局は銀行から遠い所に位置している

ため、金庫に全収入の 10～ 15％を置いている。2003年度の収入は449億キップであるが、これ

は政府が決定した額である。実際の収入は、453億 7,000万キップであった。一方、2003年度の予

算は710億6,900万キップであり、これも政府が決定した額である。実際の支出額は696億7,100万

キップであり、予算を超えないよう配慮しながら支出している。収入よりも支出が多いため、政

府からの交付金（243 億 100 万キップ）を受けている。財務局の職員数は 124 名であり、2009 年

までにはディプロマ取得者を 100 名まで増加させたいと考えている。

・予算計画の策定、IT インフラ等

　予算計画の報告は、期日どおりに行われている（4月 15日が提出日であるが、通常、数日前に

提出している）。しかしながら、予算計画には知事の署名が必要であるため、手渡しで報告して

いる。毎日の収支については、ファックスで報告しており、オンラインでの報告はしていない。

予算システムはインストールされているが、県知事等の署名はオンラインでできないため、中央

との予算システムはつながっていない。GFISはインストールされていない。新しい勘定科目一覧

表（Chart of Account）はあるが、まだ従来の方法で行われている。新しい勘定科目については、

中央政府から 2 ～ 3 人が来て、2 ～ 3 日の研修を行った。

　予算については、中央と密接に連携して策定している。しかしながら、予算の執行について

は、中央との連携はなく、県財務局が実施している。中央からのモニタリングについてもない。

県から実施の報告をするだけである。

・県財務局の人事制度、財務省研修学校とのかかわり

　財務省研修学校には、現在、2名を派遣している。この 2名は、15日間の新しいプログラムを

研修しており、県財務局の LAN が完成してから県職員に新プログラムの内容を伝達する予定。

人事異動については、中央への出向と他県への異動がある。上級職員（局長、次長）の人事異動

については、財務大臣が決定し、下級職員の人事異動については、局長と次長が決定する。緊急

に人事異動が必要な場合は、知事が任命権をもっている。

・県財務局が抱える問題点

①　緊急に予算の追加が必要である場合、一時的に県が借金をして、あとで中央政府に追加予算

を請求しなければならない。

②　財政赤字であるにもかかわらず、水力発電や鉱物産業などの巨大事業に関しては、中央政府

が直接税を徴収しているため、不満がある。
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③　地方の人材・機材不足（特に郡レベル）。現在派遣している 2名は、JICA等の研修プログラ

ムを受けている。財務省には研修予算があって、県職員が研修を受けることができる。しかし

ながら、長期の人材育成（学士号コース等）に関しては、個人で費用負担をしなければならな

い。現在、6名が財務省研修学校の学士コースを受けているが、県財務局が日当のみを支払っ

ている状態。この 6名は、学士を取得したあと、昇進することになっている（例：副チーフが

チーフになるなど）。6名という数は、財務省が決定した数であるが、可能であれば増大したい

と考えている。

④　オンラインについては、県よりも郡で導入されるほうがありがたい。2007年にようやく電話

回線がつながった。ファックスを郡に導入したいと考えている。
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訪問先：ビエンチャン県　計画投資局（DPI）

訪問期日：2007 年 3月 16 日

応対者：Hamsa Veuy Paommaciaaisa 総務室長

訪問者：阿部団員

・DPI の組織、予算、職員数

　DPI は、局長、次長 2 名、5 セクションから成り、そのうち、計画課が郡からの公共投資計画

の取りまとめを行う。2005年度承認された公共投資額は、175億キップであった。計画策定時に

は、CPI と密接に連絡しており、CPI 職員が県を来訪して郡の公共投資計画に支援している。公

共投資事業のモニタリングについては、大規模プロジェクトについては、CPI がモニタリングを

し、小規模プロジェクトについては県がモニタリングをする。郡レベルでも国家 5 ヵ年計画に

沿って計画を作成している。中央政府から予算を配分されるが、県財務局が管理する県の収入か

ら事業を実施している。DPI の職員数は 26 名である。

・DPI の人材育成

　職員の研修は、国立経済研究所（ビエンチャン市内）で行われている。研究所の教師はベトナ

ム人であり、2004年にベトナムの支援により設立された。現在、第1期生が卒業したばかりであ

る。45日間の短期研修にビエンチャン県内の郡から2名が派遣される予定（CPIから配分された

枠が 2名のため）。授業料、日当、宿泊代は、CPI が供与する。また、DPI では、韓国からの支援

により、毎日 IT 研修を行っている。コンピュータには特別なソフトウェアは入っていないが、

ワードやエクセルなどの基本操作の研修を行っている。CPI との LAN はない。

　DPIの抱える問題点は人材育成である。職員の計画策定の知識を向上させたいと考えている。

また、ベトナム人講師ではなく、資本主義国からの講師を望んでいる。
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訪問先：財務省 PEMSP事務局

訪問期日：2007 年 3 月 19 日

応対者：PEMSP Capacity Building Advisor, Ken Hellerup 氏

訪問者：阿部団員

・財務省研修学校について

　ビエンチャン校のBAコース（Public Finance Management）は、ベトナム人講師が教えている。

しかしながら、カリキュラムは国際的標準とはほど遠く、ベトナムの歴史、哲学、党の歴史等、

政治的色彩の多いものが含まれている。したがって、JICA支援によって、カリキュラムを国際的

レベルにアップグレードして頂きたい（正直なところ、ベトナムからの支援は望ましいと思って

いない）。特に、教師の教授スキルを向上させるため、日本の大学と連携をして、教師を日本に

派遣させたい。財務省研修学校には、財務省職員以外の一般学生が多く在籍しているが、学生の

数を限定させ、学校をアップグレードさせることが重要である。

　財務省から研修学校へ派遣されている職員は、財務省ではなく、財務省の各局（Department）

から授業料や日当等が支払われている。

　研修学校で実施されている短期研修については、例えば、会計局の職員が会計について他の職

員に教えている状況。

　世界銀行は、南部のパクサ校のインフラ整備に 130 万ドル供与する。この資金は、FMCBCか

ら供与される。また、南部のパクサ校には、民間企業からの寄付金が多くある。彼らは、研修を

受けた卒業生を雇用することを期待しているため、寄付をしている。パクサ校には、データベー

スやインターネット接続が装備されているが、ビエンチャン校でインターネットが接続されてい

ない。ワイヤレス・インターネットはビエンチャン市で可能であるため、インターネット接続が

未整備であることに不満である。

　JICA支援のカウンターパート（C/P）は、要請書では財政政策局となっているが、対外金融関

係局（FMCBC）に変更される可能性がある。

　（ベトナム政府が支援している BA コースのカリキュラムを入手。また、EU が作成した

「Capacity Building Assessment and Program Design」を入手）
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訪問先：財務省 FMCBC事務局

訪問期日：2007 年 3月 19 日

応対者：対外金融関係局、FMCBCプロジェクトマネージャー

訪問者：阿部団員

・FMCBCの財務省研修学校への支援について

　FMCBCは、北部ルアンパバーンと南部チャンサパックの研修学校に対して、インフラ整備と

研修強化等に 130 万ドルの支援を行う予定。インフラ整備には 80 万ドルの融資、その残額（約

50 万ドル）で研修能力の強化、設備供与を行う。

マルチドナーファンドについては、FMCBC が管理する予定。

　世界銀行トラストファンド（PHRD）は、財務省研修学校に対しては 2 種類供与されるが、約

90％がコンサルティング費用であり、残りの 10％が設備やワークショップに支出される。

　（PHRDの資料を入手）
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訪問先：財務省財政政策局

訪問期日：2007 年 3 月 20 日

応対者：Bounleua Sinxayvoravong 財政政策局課長

訪問者：阿部団員、鈴木専門家

・JICA 支援への要望

　JICAのキャパシティ･ビルディング支援は、財務省職員の能力をシステマティックに向上させ

る支援を望んでいる。例えば、新入職員への2ヵ月間の研修を行ったのち、事務所で働きながら

自分の職務を学び（OJT）、さらに半年後、特定トピックスに関する短期研修を行う。このような

短期研修と OJT を含めた研修によって、3 年後には財務省のプロフェッショナル職員に育成す

る。新入職員や下級職員に対しては、テクニカルな研修を中心に受けさせ、管理職にはマクロ的

な研修（マネジメント等）を受けさせる。このような人材育成のための研修のカリキュラムづく

りにJICAの支援を望んでいる。研修を受ける場所は、財務省研修学校を考えているが、（フラン

スが支援している研修センターを使うか質問したところ）フランスが支援している研修センター

を使うこともよいのではないか。ドナーが連携して支援することは望ましいことである。

　〔新予算法（unofficial version）を入手〕
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訪問先：ルクセンブルク援助機関

訪問期日：2007 年 3月 20 日

応対者：ルクセンブルク援助機関 Aran Dearden 氏

訪問者：阿部団員

・ルクセンブルク政府の支援について

　（財務省研修学校への支援を要請されたと聞いたので詳細を伺いたいと尋ねたところ）財務省か

らは、3つの要請を受けている。第一に、銀行セクターへの支援であり、銀行研修研究所の強化

のために 200 万ユーロを拠出する予定。第二に、ルアンパバーンの財務省研修学校のアップグ

レードを要請された。学生寮やクラスルームなどの建設に 47 万ユーロの支援を要請する内容で

あるが、当方は、支援しない方向で動いている。第三に、ビエンチャンの財務省研修学校へ80万

ユーロの支援を要請されたが、当方は支援しないつもりである。
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訪問先：アジア開発銀行（ADB）

訪問期日：2007 年 3 月 20 日

応対者：アジア開発銀行 Senior Economist, Rattanatay Luanglatbandith 氏

訪問者：阿部団員

・ADBの PEMSP 支援について

　第一の支援は、予算計画手続きに関するものである。MTEF 策定に支援をし、3月には承認さ

れる予定。MTEF の研修には、最低でも県で 2名、郡で 1名への研修が必要である。また、債務

管理への支援もしており、対外金融関係局へ債務管理ソフトウェアの供与や訓練を与えている。

また、25台のコンピュータを財政政策局と対外金融関係局に供与した。第二の支援は、会計規則

と手続きに関するものである。会計のためのソフトウェアを供与し、既に財務省にインストール

済みである。まず、1県でパイロットとして導入したのち、全県と全省庁に導入した。ソフトウェ

アを使用するための研修を実施したが、キャパシティ・ビルディングの問題は残っている。ま

た、内部監査への支援もしている。この第二の支援は、日本のトラストファンドから供与されて

いる。第三の支援は、会計検査局（National Audit Office）への支援である。以前は会計検査局が

存在しなかったので、まず、会計検査局の設立から開始し、政府や国営企業への監査を開始し

た。また、国家監査員への研修を供与した。次に、監査を銀行セクターや企業へ拡大した。

　世界銀行が財務省の内部監査に関心があることを聞いている。また、ラオス政府は、新会計法

の制定を準備しており、6月の国会で成立する見込み。新会計法は、政府のみでなく、企業の会

計に及ぶものであり、標準的な会計制度の確立をめざしている。新会計法が成立すると、国税

局、会計局職員への研修が必要となろう。

　JICAの財務省のキャパシティ･ビルディング支援には、PACSAの公務員・行政改革とのすり合

わせが必要であろう。
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